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1 鹿児島地裁昭和 32年 1月25日判決
2 福岡高裁昭和 32年8月30日判決
































































































































































































































































2 福岡高裁昭和 32年 8月30日判決







































































































































3 高知地裁昭和 43年 3月26日判決





年 (1963年)4月30日，その旨の登記を経た。その後， X(原告)は， Bから，
その貸金債権と抵当権を譲り受け，同年8月 13日，抵当権移転登記を経由
し7こ。




他方， Aは， c (補助参加入)に対する借受金 180万円のうち 160万円の債



































の後， 同月 14日， A (抵当権設定者・債務者・被保険者)は， c (貸付債権者)に
対し，上記の具体的保険金請求権を質入れし，同年 11月5日，確定日付あ
る証書により第三者対抗要件を具備している(民法364条・ 467条2項)。そし






























































































































































































































































































た昭和 61年度においても，同年8月 14日， Aは，期間 1年・保険金額
2000万円の前記保険契約を B保険会社との間で締結していた。そして，同
年11月10日， Yは， Aから前記保険金請求権について質権の設定を受け，





















































































































































































































旨lこで、たものである(最高裁昭和 60年 7月19日第二小判決・民集39巻 5








































































































































































































































































































































































自己所成5年 [1993年J9月28日)， B会社が， Aの上記債務を担保するため，
その有の建物(以下， I本件建物j という)につき，抵当権設定契約を締結し，
旨の登記を経た(民法177条)08B会社は，本件建物を複数の賃借入に賃貸
していたところ(月額の賃料合計額707万余円)， 8A会社が，同 3年 (1991年)
上記債務について債務不履行に陥り(民法372条・ 304条 1項本文)， 













月 10日， Y会社に送達された(民法372条・ 304条1項ただし書)。そこで， X
会社は， Y会社に対し，同年 7月分から同 6年 3月分までの 9カ月分の賃料
の支払を求めた。なお， A会社， B会社， C会社およびY会社は，すべて
関係会社である。































































































































































































































2) 内田貴『民法III[第3版〕債権総論・担保物権.1415頁(東京大学出版会， 2005 
年)。
3) 松岡久和「物上代位権の成否と限界 (3) 包括的債権譲渡と抵当権の物上代位
の優劣J金融法務事情 1506号 26頁(1998年)。









1998年)，小杉茂雄『新版注釈民法9 物権 (4).1165夏， 177頁〔柚木馨・高木多
喜男編J(有斐閣， 1998年)，田中秀明「抵当権物上代位判決と火災保険質権J安田
火災ほうむ46号 85頁以下(1998年)，小磯武男「抵当権者による物上代位権の行
使と目的債権の譲渡j金融法務事情 1536号 34頁 (1999年)，北秀昭「抵当権者の






6) 清原泰司「判批」判例評論475号 29頁(判例時報 1643号 229頁)の注(17)(1998 
年)，同「抵当権の物上代位に関する基礎的考察 最高裁平成 10年1月30日判決
を踏まえて一一」損害保険研究62巻3号 195頁 (2000年)。このほか，最判平成 10
年の射程が上記の優劣問題に及ばない旨を明言する論稿として，野山宏「判解」
ジ、ユリスト 103頁 (1998年)，加藤新太郎「抵当権による物上代位権の行使と目的




































批」判例評論385号 59頁以下(判例時報 1370号 221頁以下)(1991年)，中村真澄
「判批」私法判例リマークス(法律時報別冊)3号95頁以下 (1991年)，三浦潤「判
批J判例タイムズ762号 34頁以下 (1991年)，棲井玲二「判批J商事法務 1320号
82頁以下(1993年)，中田明「判批」ジュリスト 1036号 127頁以下 (1993年)が
ある。























































































20) 評釈については，清原泰司「判批」判例評論463号 13頁以下(判例時報 1606号
175頁以下)(1997年)参照。


















代『担保法大系第 1 巻~ 338頁以下(金融財政事情研究会， 1984年)。また，私は，
最判平成 10年の原審の評釈において，優先権保全説および特定性維持説を強〈批判
し，第三債務者保護説を採るべきことを主張していた(清原・前掲注20)判例評論


























28) 吉野・前掲注 19)7頁は， i保険金請求権を目的とする質権と物上代位権の優劣」
について論じ，前掲②判決を批判する(その点では正当である)が，同判決が，物
上代位権発生前の抽象的保険金請求権の「質入れ」の事案であるにもかかわらず，
物上代位権発生後の代位目的債権たる賃料債権「譲渡」の事案と同列に論じ，後者
の「譲渡」は，民法304条 1項ただし書の「払渡し又は引渡し」に該当するが，前
者の「質入れ」は， i払渡し又は引渡しj に該当しないと主張する。しかし，物上代
位権発生前の抽象的保険金請求権の「質入れ」は，本来， i払渡し又は引渡しj とは
無関係の行為である。また，物上代位権発生後の賃料債権の「譲渡」は， i払渡し又
は引渡しjに該当しないと解すべきであり，譲受人は，物上代位権が付着した債権
を取得するだけであると解すべきである。
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